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国民健康保険 
 日本では、いざというときに安心し 

て医療を受けられるように、国民全員 

がいずれかの医療保険に加入すること 

になっています（国民皆保険制度）。 

 国民健康保険は、病気やケガをしたときに安心して医療が受けられるように、保険税を出

し合ってお互いに助け合うことを目的とした医療保険制度のひとつです。 
 

マイナンバーカードが健康保険証として利用できるようになります 

 令和３年 10 月頃（予定）、医療機関などを受診するときに、マイナンバーカードが健康

保険証として利用できるようになります（オンライン資格確認といいます。）。まだマイナン

バーカードをお持ちでない方は交付申請をお願いします。なお、既にマイナンバーカードを

お持ちの方は、改めて申請する必要はありません。 

Ｑ マイナンバーカードを健康保険証とすると、何が変わるの？ 

  就職・引っ越しなどによる健康保険の手続完了後、新しい健康保険証の発

行を待たずにマイナンバーカードで受診できます（※加入や脱退の届出は引

き続き必要です。）。また、医師・歯科医師・薬剤師がオンラインで各種情報

を確認できるようになるなど、より多くの情報をもとにした診療や服薬管理

を受けることができるようになります。 

Ｑ 健康保険証は使えなくなり、マイナンバーカードがないと受診できないの？ 

  従来どおり健康保険証でも受診できます。 

Ｑ マイナンバーカードを持っていればすぐに健康保険証として利用できるの？ 

  マイナポータル（国が中心となって運営するインターネットサービスで、行政機関など

での自分の情報の利用状況の確認、行政機関などからのお知らせの受信などができます。）

で、健康保険証としての利用申込みの登録が必要です。 

Ｑ 健康保険証として利用するために必要な登録はどのように行うの？ 

  パソコンやマイナンバーカードの読み取りに対応したスマートフォンからインターネ

ットの検索エンジンなどで「マイナポータル」と検索して、登録を行ってください。パソ

コンからアクセスする場合は IC カードリーダーをご用意ください。登録方法がわからな

いなどの場合は、市役所市民環境課でもお手伝いができますので、マイナンバーカードを

お持ちのうえ、ご相談ください。 

Ｑ マイナンバーカードがあれば保険証は持たなくてもいいの？ 

  カードリーダーが設置されている医療機関では、健康保険証を持たなくても受診できま

す。また、限度額適用認定証などの提示も不要（※長期入院に該当する方

などは引き続き提示が必要です。）になります。 

Ｑ 全ての医療機関で使えるの？ 

  全国の医療機関に順次必要な機器が導入されており、国では、令和 5 年

3 月末にはおおむね全ての医療機関での導入を目指しています。 
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飯山市国民健康保険加入状況（R３.2.2８日現在） 

 市全体 国保加入者 加入率 

世 帯 7,998 戸 2,985 戸 37.32% 

人 口 20,265 人 4,835 人 23.86％ 

 



国民健康保険税率・額を改定します 

 飯山市では、健全な国保財政を運営していくため、飯山市国民健康保険運営協議会から答

申された内容をもとに市の方針を定め、市議会の議決を経て令和３年度から適用する「税

率・額」を決定しました。財政運営の責任主体である長野県が将来的に目指す県内保険税率

統一に向けて、資産割税率を引き下げる改定です。今後も安定した国保財政の運営に引き続

き努めてまいります。 

 ■令和３年度国民健康保険税 税率・額 

医 療 分 

区分 改定税率・額 現行税率・額 税率等の差 

所得割税率 ６.９０％ ６.９０％ 変更なし 

資産割税率 １６.４０％ １８.７０％ △２.３０％ 
均 等 割 額 ２０,０００円 ２０,０００円 変更なし 

平 等 割 額 ２０,１００円 ２０,１００円 変更なし 

後期支援分 

区分 改定税率・額 現行税率・額 税率等の差 

所得割税率 ３.４５％ ３.４５％ 変更なし 

資産割税率 ８.１０％ ９.３０％ △１.２０％ 
均 等 割 額 ９,８００円 ９,８００円 変更なし 

平 等 割 額 ９,７００円 ９,７００円 変更なし 

介護保険分 

区分 改定税率・額 現行税率・額 税率等の差 

所得割税率 ２.６０％ ２.６０％ 変更なし 

資産割税率 ３.１０％ ４.２０％ △１.１０％ 
均 等 割 額 ７,５００円 ７,５００円 変更なし 

平 等 割 額 ７,０００円 ７,０００円 変更なし 

合   計 

区分 改定税率・額 現行税率・額 税率等の差 

所得割税率 １２.９５％ １２.９５％ 変更なし 

資産割税率 ２７.６０％ ３２.２０％ △４.６０％ 
均 等 割 額 ３７,３００円 ３７,３００円 変更なし 

平 等 割 額 ３６,８００円 ３６,８００円 変更なし 
 

国民健康保険税 
 医療保険分（国民健康保険制度の運営分）、後期高齢者支援分（後期高齢者医療制度の現

役世代支援分）、介護保険分（介護保険制度の運営分。介護保険 2 号被保険者（40～64 歳）

が対象）ごとに①～④の税額を計算し、合算したものが国民健康保険税の額となります。 

 保険税は、1 年分（4 月～翌年 3 月分）を 9 回の納期（7 月～翌年 3 月）で納めていた

だきます。納付書は 7 月中旬（年度途中の加入・脱退の場合は手続の翌月頃）にお送りしま

す（※年金天引きに該当する世帯には、個別にお知らせします。）。 

①所得割  …（前年中の総所得額－430,000 円）×税率（加入者ごとに計算） 

②資産割  …本年度の固定資産税（都市計画税を除く）×税率（加入者ごとに計算） 

③均等割  …加入者の人数×税額 

④平等割  …1 世帯当たりの税額（加入者数に関わらず定額） 

◆総所得額：総収入額から必要経費または給与・年金所得控除額を引いた額 

◆保険税の軽減：前年中の総所得金額等に応じて均等割・平等割の軽減がされます。 

        詳しくは、納付書送付の際に同封するチラシなどをご確認ください。 
 

◎健康保険の異動は、手続が必要です！ 

 国民健康保険の保険証をお持ちの方が社会保険等に加入された場合、国民健康保険を脱

退する手続が必要です。また、社会保険等に加入した場合、加入した日以降は、新しい保

険証が届いていなくても国民健康保険の保険証を使用することはできません。 



整骨院･接骨院､はり･きゅう､マッサージで保険証が使える範囲は限定されています  
 整骨院・接骨院は医療機関ではありませんが、多くの場合は保険医療機関での受診と同じ

ように、窓口で保険証を提示して一部負担金を支払うだけで施術を受けられます。ただし、

国民健康保険が使えるのは次の場合に限られています。単なる肩こりや筋肉疲労、慢性病か

らくる痛みやしびれへの施術などには国民健康保険は使えません。また、既に別の医療機関

などを受診しているケガで整骨院などの施術を受けた場合も対象外になります。 

 ねんざ・打撲・肉離れの施術、医師の同意がある骨折・脱臼の施術、応急処置で行う骨折・脱

臼の施術（応急処置後の施術には医師の同意が必要です。）、負傷原因がはっきりしている筋ちが

いなど。例えば日常生活やスポーツ中に転んで足首をひねってしまい急に痛みが出た場合など 
 

 整骨院や接骨院にかかるときは、次のような点にご注意ください。 
◆ケガの原因を正しく伝えて、保険の対象となるかどうかを確認してください。 
◆領収書は必ず受け取り、保管しておきましょう。 
◆施術後に記入する「療養費支給申請書」は、ケガの内容や治療の日数などが間違っていないか

を確認して必ず自筆で署名しましょう。 
 

 はり・きゅう､マッサージは、いったん全額支払の後、対象となる施術であれば保険給付

分が払い戻されます（鍼灸師等が患者に代わって保険者に請求する場合もあります。）。 

 対象となる施術（いずれも医師の同意書または診断書が必要です。）は、はり・きゅうにあっ

ては、神経痛やリウマチ・五十肩・腰痛症など慢性的な痛みのある病気。マッサージにあっては

筋麻痺や関節拘縮などで医療上マッサージを必要とする場合です。 
 

医療費のお知らせ・ジェネリック医薬品に関するお知らせ 
■医療費のお知らせ 

 健康管理や医療費の管理に役立てていただくため、また、医療機関からの医

療費請求などに誤りがないかを確認していただくため、年３回に分けて、医療

費のお知らせをお送りします。ご活用ください。 
◆医療費のお知らせが届いても、被保険者の方に手続をしていただくことはありません 

◆医療費のお知らせは、所得税等の申告の際に医療費控除の添付資料としてお使いいただけますが、

一部に記載されない受診があることや 11～12 月受診分は申告時期までにお送りできないことにご

注意ください。これらは、医療機関からの領収書等に基づいて申告する必要があります。 

■ジェネリック医薬品（後発医薬品）に関するお知らせ 

 今使っている医薬品からジェネリック医薬品に切り替えることで薬代の軽減が見

込まれる方にジェネリック医薬品に関するお知らせをお送りしますので、切替えの

参考にご活用ください。なお、このお知らせはジェネリック医薬品への変更を強要

するものではありません。切替えに当たっては、主治医や薬剤師と十分にご相談ください。 
 

交通事故にあったとき（第三者行為） 

 交通事故など、第三者の不法行為が原因で治療を受ける場合は、原則として国民健康保険

は使えません。ただし、届出をすることで例外的に国民健康保険を使用して治療を受けるこ

とができる場合があります。届出なしに加害者から治療費を受け取ったり、示談を結んでし

まったりすると、国民健康保険での治療ができなくなる場合があります。 
 

65 歳以上で一定の障がいがある方は後期高齢者医療制度に加入できます 

 65 歳から 74 歳までの方で、一定の障がいの状況（身体障害者手帳１級・２級・３級、

身体障害者手帳４級の一部（下肢障がい 1 号・3 号・4 号、音声機能・言語能力の障がい）、

療育手帳 A１・A２、精神障害者保健福祉手帳１級・２級、障害基礎年金１級・２級）にあ

る方は、後期高齢者医療制度に加入できる場合があります。また、後期高齢者医療制度に加

入した場合でも、７５歳になるまでは将来に向かって撤回することが可能です。後期高齢者

医療制度に加入することで、医療費の自己負担額や保険（税）料において有利になる場合が

あります。様々なケースがありますので、個別にお問い合わせください。



高額療養費 

 医療費（保険診療分の支払金額）が、月の自己負担限度額を超えたときに支給します。 

 対象となる場合には受診後 3～４か月後に申請書をお送りしますので、申請書・領収書を

持参して申請してください（令和３年４月案内分（１月診療分）から、自動払戻しの特例措

置を開始しますので、希望される場合はご相談ください。）。 

■70 歳未満の方の自己負担限度額(月額) 

所得区分 3 回目まで 4 回目以降※ 

所得が901万円を超える ア 
252,600円＋(医療費が842,000円を

超えた場合は、その超えた額の 1％) 
140,100 円 

所得が 600 万円を超え 

901 万円以下 
イ 

167,400円＋(医療費が558,000円を

超えた場合は、その超えた額の 1％) 
93,000 円 

所得が 210 万円を超え 

600 万円以下 
ウ 

80,100 円＋(医療費が 267,000 円を

超えた場合は、その超えた額の 1%) 
44,400 円 

所得が 210 万円以下 
(住民税非課税世帯を除く) 

エ 57,600 円 44,400 円 

住民税非課税世帯 オ 35,400 円 24,600 円 

■70 歳以上 75 歳未満の方の自己負担限度額(月額) 

所得区分 
 外来＋入院

(世帯単位) 
4 回目以降※ 

外来(個人単位) 

 

課税所得 690 万円以上 
252,600円＋(医療費が842,000円を

超えた場合は、その超えた額の 1％) 
140,100 円 

課税所得 380 万円以上 
167,400円＋(医療費が558,000円を

超えた場合は、その超えた額の 1％) 
93,000 円 

課税所得 145 万円以上 
80,100 円＋(医療費が 267,000 円を

超えた場合は、その超えた額の 1%) 
44,400 円 

一 般 
18,000 円 

(年間限度額 144,000 円) 
57,600 円 44,400 円 

低所得者Ⅱ 8,000 円 24,600 円  

低所得者Ⅰ 8,000 円 15,000 円  
※4 回目以降：過去 12 か月以内に高額療養費の支給が４回あった場合 4 回目から適用される額 

 

限度額適用認定証（標準負担額減額認定証） 

 医療費が高額となる場合、医療機関に認定証を提示することで、一月の請求額が一医療機

関（外来・入院別）ごとに自己負担限度額（上記表を参照）に抑えられます。必要な場合に

は申請してください。なお、オンライン資格確認が導入されている医療機関では、原則とし

て申請なしに限度額が適用されるようになります（※長期入院の場合（過去 12 月の入院が

90 日超）などは引き続き申請が必要です。）。 

◆保険診療分のみが対象です。 

◆入院時食事療養費の減額対象（上記表のオ、低所得Ⅰ・Ⅱ）となる方が減額を受ける場合にも、

医療機関に認定証を提示する必要があります。 

◆国民健康保険税の滞納がある場合や所得の申告がない場合には、利用できません。 

◆70 歳以上の方は認定証が不要な場合がありますので、ご相談ください。 
 

特定健診を受けましょう・人間ドックへの補助 

 市では、年々増加する医療費を抑えるため、病気の予防・早期発見・早期

治療に重点を置いて事業を進めています。｢特定健診｣や｢人間ドック補助金｣

等をご活用いただき、受診の結果に基づいて生活習慣を見直し、健康維持や

病気予防に努めましょう。 
 

国民健康保険に関するお問い合わせは、市役所市民環境課 国保年金係まで 
℡ 62-3111(内 154)  E-mail shiminkankyo@city.iiyama.nagano.jp 


